
大阪府環境審議会 揮発性有機化合

物・化学物質対策部会（第８回） 

 

資料１－２

平 成 １ ９ 年 ６ 月 １ 日  

エチレンオキシドに係る規制内容等に対する府民意見等の要旨及び意見に対する 

大阪府環境審議会揮発性有機化合物・化学物質対策部会の考え方（案）

Ⅰ 全体的な事項に関すること 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

1-1 エチレンオキシドに係る規制内容

について賛成です。ぜひ府民の安全

性を考え進めていただきたいと思い

ます。 

1-2 エチレンオキシドはアスベストよ

り毒性が強いと思います。アスベス

トを教訓に、1日も早くエチレンオキ

シドへの規制強化をお願いします。 

1-3 発がん性物質のエチレンオキシド

を規制することは賛成です。例えば

アスベストは昔から問題があるとわ

かっていながら十分な対策が取られ

ておらず、今頃になって騒いでいま

す。エチレンオキシドもＩＡＲＣで

発がん性があると言われているので

あれば早急に規制をすべきです。 

 化学物質対策は、事業者による自主的な化学物質適正管理を基盤としつつ、特に環

境リスクの高い物質や施設に対しては、環境への排出等を規制するという枠組みが基

本であると考えます。 

エチレンオキシドについては、ＩＡＲＣ（国際がん研究機関）が発がん性評価の見

直しを行い、グループ２Ａ（人に対する発がん性がおそらくある）からグループ１（人

に対して発がん性がある）に変更したこと及び環境への排出実態からみて府民がばく

露するおそれがあることから環境リスクの高い状況にあるため、大阪府生活環境の保

全等に関する条例（府条例）に基づく規制的手法の対象とし、大気中への排出を規制

することにより府民に安全と安心を提供することが必要であると考えます。 

1-4 エチレンオキシドという物質は、

メディアや新聞等でも有毒性物質と

報じられ、また労働安全衛生法でも

 人命を預かる医療機関には、医療機関の施設から排出される有害化学物質への地域

住民のばく露を低減させることについて、社会的な責任があるものと考えます。 

これまで、府条例による有害物質規制は、医療業を対象としておりませんでしたが、
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

管理基準を定め、発ガン性物質と知

りながら、そのまま大気中に排出す

るということが、医療機関また医療

関連企業の立場でありながら、非常

に矛盾をしていると思います。医療

機関、医療関連企業こそが、病気予

防や環境問題に関心をもち、このよ

うな規制をしていくべきと思いま

す。 

1-5 医療施設は公共性が高く、かつ市

民の健康を守り、害されている健康

を回復する為の施設であり、その一

方で健康を害することを並行して行

うことをよしとすることはもはや難

しいと思います。アスベストと同じ

ような影響をもつＥＯＧ（エチレン

オキシドガス）により、アスベスト

と同じ被害が出てくる前に、環境に

対する手を打つ必要を示すことは極

めてよい検討をされていると考えま

す。 

1-6 エチレンオキシドはすでに東京都

では2001 年 4月 1日より環境確保条

例として排出規制対象物質になって

発がん物質であるエチレンオキシドについては、平成１３年５月の労働安全衛生法の

改正によって病院においても看護師など労働者へのばく露防止対策が行われている

こと及び大気中への主要な排出源の一つが医療業であることを踏まえて、有害物質規

制の対象業種に医療業を追加することが適当であると考えます。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

おり該当施設には無毒化処理装置な

どの設置が必須となっております。 

大阪も東京同様に人口密度が高く

エチレンオキシドを使用している病

院の周辺には多くの住民が生活をし

ております。医療従事者に対して労

働安全衛生法があるように住民に対

してもエチレンオキシドの暴露の危

険性から守るといった規制は当然必

要だと思います。 

1-7 海外（US）では、エチレンオキシ

ドを国際がん研究機関の分類１へ繰

り上げとほぼ同時期に、各州ごとに

排出規制（ガイドライン）を出して

いるが、日本は先進国でありながら

対応が非常に遅いと感じます。（10

年以上）府民（国民）に対する安全

対策を第一に考え、ルール化し、管

理をしていただきたいと思います。

（第二のアスベストにならないため

にも） 

 1994 年（平成６年）にＩＡＲＣ（国際がん研究機関）がエチレンオキシドの発がん

性評価の見直しを行い、グループ２Ａ（人に対する発がん性がおそらくある）からグ

ループ１（人に対して発がん性がある）に変更しました。 

その後、平成８年に国はエチレンオキシドを大気汚染防止法に基づく有害大気汚

染物質（２３４物質）のうち優先取組物質（２２物質）に選定して、事業者の自主

管理によって排出量を削減するよう取組みがなされるとともに、地方公共団体にお

いて大気環境のモニタリングが行われてきました。また、労働安全衛生の分野では、

平成１３年５月から規制が行われてきたところです。 

大阪府では、知事から「揮発性有機化合物及び化学物質対策のあり方について」諮

問を受けた大阪府環境審議会が、揮発性有機化合物・化学物質対策部会での検討を経

て、平成１８年１１月の第一次答申において「エチレンオキシドを府条例の規制対象

物質とすることが適当である。」としたところであり、今回、その具体的な規制内容

の案をとりまとめたものです。 
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Ⅱ 規制対象施設に関すること 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-1 規制対象について 

「文化財保護におけるエチレンオ

キシドの燻蒸施設を持つ機関」を追

加したら如何でしょうか。博物館な

どでは文化財の保護にエチレンオキ

シドを使用し、燻蒸を行います。頻

度は病院の滅菌に比べ少ないと思い

ますが、1 回の燻蒸に使用するエチ

レンオキシドの量は多く、環境への

リスクは高いと考えます。 

 博物館、美術館などで行われるくん蒸作業において、エチレンオキシドが用いられ

ることがあるのはご指摘のとおりです。 

このようなくん蒸作業では、従来は、エチレンオキシドと臭化メチルの混合製剤が

くん蒸剤として広く使用されておりましたが、臭化メチルがオゾン層破壊物質である

ことから、別のくん蒸剤等へ代替されている状況にあります。 

また、くん蒸作業の実施形態についても、展示室や収蔵室を密閉してくん蒸剤を充

満させる形態やテント内でくん蒸をする形態で行われることがあり、実施頻度も低い

など、規制の対象としては捕捉しにくい状況にあります。さらに、近年は、温度・湿

度の管理などの日常管理を徹底するとともに、全館くん蒸に替えて必要な箇所に絞っ

たくん蒸を行うことなどによって、くん蒸剤の使用量を減少させる方向にあります。 

これらのことから、博物館、美術館などにおけるくん蒸作業については、今回は規

制対象とはしておりませんが、今後、使用されるくん蒸剤の種類や量、くん蒸作業の

形態に関する動向を踏まえ、必要に応じ、規制対象とすることを検討することが適当

であると考えます。 

なお、規制対象外の滅菌施設・消毒施設を設置している事業者に対しては、自主管

理により可能な限りリスク低減措置を講じるよう啓発することが適当であると考え

ており、博物館、美術館などで行われるエチレンオキシドを使用するくん蒸作業につ

いても、これに準じて適正管理の啓発を行うことが適当であると考えます。 

2-2 

 

医療機関及び滅菌業における滅菌

施設については、酸化エチレンガス

の年間使用量の重量基準を定めて

（100kg/yr など）追加すれば、実際

の使用量に即したものになると考え

 有害物質に係る規制対象施設については、廃棄物焼却炉を例外として施設の規模の

すそ切りを設けておりませんが、これは、発がん性と毒性の度合いを用いて選定され

た府条例の有害物質は、例え少量であったとしても、住民へのばく露を抑制すべきで

あるからです。 

ただし、病院については、感染症のリスクも考慮したうえ、行政効率と費用効果及
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

ます。 び事業者の対応可能性の観点から、一定規模以上の病院に限ることとしたものです。 

この場合のすそ切りの指標については、ご指摘のとおりエチレンオキシドの潜在的

排出量である年間使用量を用いることが合理的であるとの考えもありますが、罰則で

担保された規制的措置の対象施設を、年間使用量という毎年変動する指標に基づいて

設定することは適当ではなく、外形的かつ客観的に把握できる指標である病床数を用

いることとしたものです。 

なお、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律」に基づくＰＲＴＲ制度の対象事業所のすそ切りについては、化学物質の年間使用

量（エチレンオキシドについては 500kg／年）が用いられておりますが、ＰＲＴＲ制

度は規制的手法ではなく事業者の自主的取組手法によるものであることに留意して

ください。 

2-3 対象施設の追加（滅菌施設・消毒

施設）は理解出来ますが、200 床以上

の病院に限定されますと、規制内容

に対応出来ない施設は規制対象外の

施設に持込む事も考えられ、200 床以

上だけで規制をされても、大気中に

排出される有害物質の量は抑制され

ないのではないでしょうか？ 病床

数や排出量で決めず、有害物質を排

出する施設に対しては、徹底された

方が取扱者の意識も変わるのではな

いかと思います。 

 

 病院が医療機器等の滅菌・消毒の業務を院外の他の医療機関から業として受託する

場合には、当該病院は、当該受託業務に関しては「滅菌業」（医療に附帯するサービ

ス業）を営んでいるものと解釈することができます。 

従って、すそ切り以下（病床数 200 未満等）の病院であっても、他の医療機関から

委託を受けて医療機器等の滅菌・消毒の業務を反復継続して行う場合は、「滅菌業」

を営んでいるものとして病院の規模に関係なく規制対象となります。 

 また、規制対象となる病院について、病床数を指標として一定規模以上のものとし

たのは、感染症のリスクも考慮したうえ、行政効率と費用効果及び事業者の対応可能

性の観点から、一定規模以上の病院に限ることとしたものです。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

2-4 大阪市などの密集地域は、２００

床以上ということでなく２００床以

下でも、下水道への排出や低層階か

らの大気排出をしている場合は、地

域住民への危険が伴うため、排出基

準、管理基準を講じるべきと思いま

す。 

2-5 医療機関に関しては２００床以上

が対象であるみたいですが、特にそ

ういった制限は必要ないと思いま

す。２００床以下の医療機関でもエ

チレンオキシドを使用していること

と思います。 

 病院については、感染症のリスクも考慮したうえ、行政効率と費用効果及び事業者

の対応可能性の観点から、一定規模以上の病院に限ることとしたものです。病院のす

そ切りについては、病床数が２００以上（滅菌施設については、精神病床・療養病床

を除く）としておりますが、このすそ切りを設けても病床数で６０～７０％をカバー

することができ、十分な規制効果があるものと考えます。 

 また、ご指摘のケースを含め地域住民のばく露の可能性が高い場合は、改正した府

条例に基づき、医療機関が自主的に適正管理を進めることによって可能な限りリスク

低減措置を講じるよう医療業の関連団体と連携して啓発を行うことが適当であると

考えます。（№4－1の意見に対する考え方を参照してください。） 

 

Ⅲ 規制基準に関すること 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

3-1 大阪府案での規制基準は「～処理

装置を設けを適正に稼働させるこ

と」。となっていますが、東京都・愛

知県条例では排出口濃度、埼玉県条

例では敷地境界濃度がと明記されて

います。また、米国では酸化エチレ

ンガスの年間使用量別に処理効率が

EPA によって定められており、州毎に

 エチレンオキシドは遺伝子障害性を有する発がん物質であり、現時点では定量的な

リスク評価に基づく閾値を設定できないことから、敷地境界での濃度基準値やそれに

基づく排出口での濃度基準値を設定することは困難であり、大気環境への排出を可能

な限り抑制するため、条例の「指定有害物質」として設備・構造基準を設定すること

が適当であると考えます。 

なお、Ｕ.Ｓ.ＥＰＡ（米国環境保護庁）のウェブページ※では、エチレンオキシド

の吸入発がんユニットリスクの暫定値を、1.0 × 10-4（μg/m3）-1 と算出しています

が、この暫定値は、関係機関による十分な評価を受けて確定したものではないため、
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

上乗せ基準も用いられています。大

阪府案においても、数値化された基

準（基準値）を定めることにより規

制案を促進するものと考えます。 

 

発がん性のユニットリスクに基づき濃度基準を設定することは困難です。 

※http://www.epa.gov/ttn/uatw/hlthef/ethylene.html

（Technology Transfer Network Air Toxics Website：Etylene Oxide） 

 そのほか、排出口濃度基準を設定している東京都等においても、基準値の設定は、

リスク評価に基づくものではなく、排出低減技術の評価結果に基づくものであると聞

いております。 

 また、環境省が実施した環境技術実証モデル事業（酸化エチレン処理技術分野）に

よると実証試験における処理効率は、ほとんどの装置において 99.9％以上を示してお

り、滅菌施設等の設置届等が提出されたときに、排ガス処理装置が現在の技術レベル

で可能な処理効率を有するものであるかどうかを審査することによって、十分な規制

効果を得ることができるものと考えます。 

3-2 弊社が昨年から販売している滅菌

器排出 EOG 処理装置は、光触媒技術

を応用したもので、エネルギー源は

安全な電気（ブラックライト）です。

規制基準には、 

① 燃焼式処理装置または薬液によ

る吸収式処理装置を設け、適正に

稼動させること 

② ①に掲げる処理装置と同等以上

の性能を有する処理装置を設け、

――――――― 

とありますが、日本が先行する日本

発の光触媒技術の現在の広まり方、

 エチレンオキシドは閾値を設定できない発がん物質であることから、大気環境への

排出を可能な限り抑制する手法として設備・構造基準を採用するものですが、施設の

構造や維持管理に関する統一的な規定がないと対策効果に差異を生じることになり

ます。そこで、規制基準では、現在の技術水準で確実な排出抑制効果が確認されてい

る処理方式を示すとともに、基準の遵守・徹底を図るために定める記録項目を処理方

式ごとに定めることとしています。 

エチレンオキシド排ガスについては、環境省が平成１５年度と１６年度に実施した

環境技術実証モデル事業の結果を踏まえ、実証試験によって良好な結果が得られた２

種類の方式（燃焼式及び薬液吸収式）を規制基準の中に示すとともに、基準の遵守・

徹底を図るため、２種類の方式ごとに適切な記録項目を定めることとしております。 

 ただし、対策技術の進歩に応じて適切な技術を採用することができるようにするた

め、府条例の設備・構造基準を特定の技術に限定するのではなく、規制基準の中で「（示

された処理方式と）同等以上の性能を有する処理装置を設け、適正に稼動させるこ
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

認知度からして是非安全性の高い光

触媒方式を①の中に付け加えていた

だければと思います。数々の展示会

への出展も行い、徐々にですが実績

も積まれつつあります。 

 

と。」を併せて定めているところです。 

 従って、ご指摘の光触媒技術を用いた処理方式についても、届出時に、処理装置の

構造図等とともに、処理実績（実測データ等）に関する資料の提出を求め、その内容

を審査して、十分な排出抑制効果等について確認されれば、「同等以上の性能を有す

る処理装置」として認めることができます。また、基準の遵守・徹底を図るための記

録項目については、当該処理方式に応じた適切な項目とすることとしています。 

 今後は、光触媒技術を用いた処理方式を含め新たに開発された対策技術について

は、排出抑制効果の確実性を確認・評価したうえ、その普及状況を踏まえて、設備・

構造基準で定める処理方式として追加することが適当であると考えます。 

3-3 規制値及びその記録について 

規制値が記載されておりませんで

したので、正確には申し上げられま

せんが、環境技術実証モデル事業に

準じての規制値を設ける場合、その

規制値を正しくモニタリングできる

装置の信頼性は現状では低いと考え

ています。そのため、週１回の記録

は既存の測定方法に依る可能性が高

く、エチレンオキシドユーザーの負

担が大きくなると考えています。た

とえば、エチレンオキシドユーザー

が年に 2 回行っている作業環境測定

に併せての測定を行えば負担軽減に

繋がると考えます。 

 エチレンオキシドについては、設備・構造基準を適用するものであり、排ガス測定

の義務付けは行いません。基準の遵守・徹底を図るためには、施設や処理装置が適正

に稼動していることを確認できる事項の記録と保存を義務付けることとしており、例

えば燃焼式処理装置の場合は、燃焼室の温度等を記録項目とします。 

 なお、ホルムアルデヒドを使用する消毒施設等については、排出口での濃度基準が

適用されることから排ガス測定（２回／年以上）が義務付けられます。排ガス測定に

係る事業者の負担軽減についてご意見をいただきましたが、ホルムアルデヒドについ

ての排ガス測定が事業者にとって過度の負担とならないようにすることが必要であ

ると考えており、事業者の負担軽減のための適切な対応について、留意事項として指

摘することとします。 
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Ⅳ 自主的な適正管理の促進に関すること 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

4-1 病院のすそ切り（200 床以上＆手

術室を有する）がありますが、すそ

切りされた病院に対しても、発がん

性の問題点、世の中の環境に対する

価値観の変化（環境 ISO14000 の取得

のない会社は取引が困難になってい

る状況）等の背景を説明、情報提供

し、病院の持つ公共性、地域での指

導的立場を自覚していただきなが

ら、自主目標が作れる環境になって

ほしいと思います。そのような補足

説明を入れていただきたいもので

す。 

4-2 エチレンオキシドの環境へのリスク

を減らすために、規制対象外の施設

でも人口密集地にある場合、より強

く自主管理を促す必要があると考え

ます。 

 人命を預かる医療機関には、医療機関の施設から排出される有害化学物質への地域

住民のばく露を低減させることについて、社会的な責任があるものと考えます。 

今回、規制的手法の対象とする医療機関については、感染症のリスクも考慮したう

え、行政効率と費用効果及び事業者の対応可能性の観点から、一定規模以上の病院に

限ることとしたものです。 

しかし、医療機関は人口密集地に設置されていることが多く、エチレンオキシド排

ガスが未処理で大気中に放出されることにより住民がエチレンオキシドに直接ばく

露することが懸念されることから、診療所やすそ切り以下の病院に対しても、可能な

限りリスク低減措置を講じるよう医療業の関連団体と連携して啓発を行うことが適

当であると考えます。 

 病院の持つ公共性や地域での指導的立場に関するご意見を踏まえ、医療機関が化学

物質管理システムを構築して、化学物質による環境リスク低減のための自主的取組を

進めることの重要性について、留意事項として指摘することとします。 

 

Ⅴ その他 

番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

5-1 補助金制度を設ける 

規制を遵守するための方策の１つ

 排ガス処理装置の設置を含む環境保全上の対策は、基本的には「汚染者負担の原則

（Polluter Pays Principle）」に基づき、対策費用についても事業者の費用負担のも
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

にエチレンオキシド処理装置を導入

することが考えられます。本装置導

入においてエチレンオキシドユーザ

ーの負担を軽減することによって、

より規制にフィージビリティーを持

たせることが可能になると考えま

す。 

とに実施されるべきものであり、医療機関もその例外ではないと考えます。 

 なお、中小企業者の講じる環境対策を支援するために設けられた低利融資制度を活

用することも、対策を推進するために効果的であると考えます。（大阪府には、大阪

府中小企業制度融資要綱に基づく制度融資があり、この融資を利用して公害対策を行

う場合、小規模事業者に対しては、融資額に対して、大阪府が一定の利子補給を行っ

ています。） 

5-2 酸化エチレン処理装置などの環境

装置は、企業の ISO14001 取得などに

より徐々に普及しつつありますが、

生産等に直接寄与する装置でないこ

とから、一般への普及は困難である

と予想されます。このため、東京都

条例のように改善命令や改善命令に

違反した場合の罰則などを設けてお

く必要があると考えます。 

 今回のエチレンオキシド規制に係る担保措置については、本部会では特に検討をし

ておりませんが、これは、府条例による有害物質規制の対象物質や対象施設、規制基

準に今回の案を追加することで、罰則等については、現在の府条例の規定が適用され

ることになるためです。 

因みに、府条例では、有害物質に係る規制基準（排出口濃度基準又は設備・構造基

準）を遵守していない場合の罰則（いわゆる「直罰」。６月以下の懲役又は３０万円

以下の罰金）が定められているほか、規制基準違反に対する知事の改善命令に違反し

た場合の罰則（１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金）が定められております。 

5-3 猶予期間が１年と短く感じるが、

数年に伸ばしたとしても、それまで

の排出量を野放しにする形になって

しまうため、現在案の１年に賛成で

す。 

有害物質に追加するエチレンオキシド及び滅菌施設・消毒施設を規制対象施設に追

加することによって規制基準が適用されることになる消毒施設等から排出されるホ

ルムアルデヒドは、ともに発がん物質です。 

発がん物質による住民の健康へのリスクを早期に低減する必要性と事業者の対応

可能性を勘案して、適用猶予期間を１年間（平成 21 年 3 月 31 日まで）とすることが

適当であると考えます。 

5-4 今回の規制で、設備投資が必要に

なる施設も多くなるとおもわれます

 エチレンオキシド規制に限らず法令に基づく規制については、遵守徹底を図ること

が重要であると考えます。 
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番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

が、徹底した規制の実施を望みます。

 

特にエチレンオキシド規制については、新たに規制対象となる施設（滅菌施設・消

毒施設）や新たに規制対象となる業種（医療業）があることから、施行日（平成 20

年 4 月 1 日）までの期間（既設施設については、さらに１年間の適用猶予期間）にお

いて、規制の徹底を図るための対象となる事業者への周知が重要であると考えます。 

このうち病院については、滅菌器は医療行為にとって必要不可欠な施設であること

から、病床数２００以上の病院に対して関係団体を通して周知するほか、エチレンオ

キシド規制の施行後には、必要に応じ立入検査を行うことによって、規制の徹底を図

ることが必要であると考えます。 

なお、立入検査の実施等による規制基準の遵守徹底を図るためには、行政における

指導監視体制の整備・充実が必要であると考えます。 

5-5 エチレンオキシド、ホルムアルデ

ヒドのような発ガン性物質を取り扱

う場合、販売側にも責任があると思

います。当然安全策を講じたうえで

販売すべきと思います。現状医療機

関、滅菌業者側だけで管理すること

は、経営者にこの知識がない場合、

排出方法、作業管理等、非常に不安、

心配である。 

 化学物質の有害性や危険性に関する情報については、サプライチェーン全体で情報

を共有することが重要です。現在、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の改善の促進に関する法律」のほか、労働安全衛生法、毒物及び劇物取締法におい

て、ＭＳＤＳ（化学物質安全性データシート）の提供が義務付けられていますので、

エチレンオキシド及びホルムアルデヒドについても、ＭＳＤＳを活用するなどの方法

で、メーカーの有する情報を販売店を通じてユーザーの経営者と労働者に的確に伝達

することができる仕組みが整備されております。 

5-6 大阪府は東京都につぐ大都市であ

り、特に大阪市はビルなどが密集し

ているため、排出方法によっては、

地域住民がエチレンオキシド、ホル

ムアルデヒドに暴露する危険性があ

 エチレンオキシドは常温で無色透明の気体であり、エーテル様の臭気を有するが、

ホルムアルデヒドのような刺激性の臭気ではないため、府民が意識することなく継続

してばく露するおそれがあります。 

エチレンオキシドガスに付臭剤を添加することにより住民のばく露を防止すると

いうご提案については、付臭剤を添加したエチレンオキシドの安定性・安全性の確保

- 11 - 



番号 意 見 等 の 要 旨 意見等に対する部会の考え方 

ります。異臭がするということであ

れば、危険を回避する（自分自身で

身を守る）ことができます。このよ

うな危険性があるものは、人が異臭

と感じる臭いをつけるべきと思いま

す。 

などの技術上の問題があるほか、医療ガスが全国的に流通していることから、大阪府

のみで対応することは困難であると考えます。 

 

Ⅵ 一般的なご意見 

以下のようなエチレンオキシド規制に賛同するご意見が寄せられましたので、ご紹介します。これらについては、特に意見等に

対する部会の考え方は示しませんが、ご意見として参考にさせていただきます。 

番号 意 見 等 の 要 旨 

6-1 エチレンオキシドの排出に関する条例制定について賛成です。 

エチレンオキシドは病院で担われる滅菌業務において、特に高度な医療を提供する上で使われる器材の滅菌には不可欠な

滅菌法です。これまで病院での感染を制御してきたことについてその貢献は計り知れないものがあります。 

その一方で安全に使用する上では一定のルールが必要であることもあわせていえます。院内における医療従事者をまもる

ために労働安全衛生法があり、全国の医療施設はこの法律を守っています。それは働く人たちの身体を害から守るために必

要不可欠であるからという発想からであります。 

それならば同じようにその近隣に住む人々の身体も害から守るためのルールも必要であると考えます。大阪のように大都

市で多くの人たちが片寄せあって暮らしていく上で、お互いを思いやることが無ければ、暮らしにくくなってしまうことは

いうまでもありません。とはいえ大都市であればこそ、ルールが明確でなければエゴがまかり通ってしまうことになりがち

です。 

6-2 病院の中央材料室の業務の実態とエチレンオキシドの規制の有用性についてご意見申し上げます。私は、医療機器の営業

担当として EOG 滅菌器を取り扱う皆さんの厳しい現実を見るたびに EOG 規制の必要性を痛感します。 

- 12 - 



番号 意 見 等 の 要 旨 

EOG を取り扱う皆さんは、比較的高齢で、外注業者の方も多く、専門知識を持った医師や看護師と比べて病院内では発言

権が弱い事が多いのが現状です。このような方々は、EOG の発ガン性リスクを知りながらも、DPC（新たな診療報酬方式）な

どで病院経営が厳しいと言う理由等で必要な環境測定も EOG 曝露対策も行われないまま、リスクの高い環境で仕事を行って

います。海外では別室で、マスク着用で使用している EOG 滅菌器も国内ではオートクレーブ同様に扱われ、作業者は、自ら

その環境を変える事が困難です。規制によってこれらの人々を救済する必要があると思います。経営の論理では弱者の安全

性は常に後回しになります。 

また、病院経営者や事務長等の中にも、EOG の問題を理解し、対策の必要性を感じていても、厳しい病院経営環境の中、

目に見えない EOG リスクに予算を付けるきっかけをつかめずに居る方は大勢いらっしゃると思います。規制によって病院の

職場環境が改善されます。 

最後に EOG 規制は、何も知らない患者さんのリスクも削減します。特に呼吸器系の医療器材に使用されるプラスチックに

残留する EOG を知らずに吸いながら治療を受ける患者さんは、非常に高いリスクに曝されています。規制でリスク低減を図

るべきです。 

メーカーは啓蒙活動は出来ても、EOG が自社製品の場合は売上リスク、他社製品の場合は誹謗中傷の広告規制リスクがあ

ります。EOG 規制の早期実施と厳しい監査を期待します。 

6-3 私の妻は今現在、がんで闘病生活を送っています。毎週抗がん剤を打つために病院に通っています。エチレンオキシドで

がんになったわけではありませんが、エチレンオキシドに発がん性が認められている以上、厳しい規制をもうけて市民の安

全を守っていただき、私の家族のような辛い思いをする人が一人でも無くなればと思います。 

6-4 エチレンオキシドは長年、有毒と分かっていながら何の規制もなく使用され続けてきたので、今回の規制案は非常に良い

試みと感じます。実際にエチレンオキシドに携わる人や、それを管理されている人などは皆、有毒性を認識しているが、目

をつぶっているのが現状です。アスベスト対策のように、多くの人が有毒であると分かっていながら使用し続け、犠牲者が

でてから規制をするのではなく、使用施設周辺の安全を守る為にも、厳しい管理が必要と感じます。 

6-5 現在の医療施設で感染制御の立場から､消毒､滅菌の適切かつ確実な実践への期待はかつてないほどである。医療技術、医

療器具、医療機器の大幅な進歩はそれを確実なものへと近付けていると感じる。その進歩は患者へのみ施されるものではな

く、過程、結果において、医療従事者、地域、国、自然環境、地球をも対象にいれて考慮される進歩でなければならない。
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番号 意 見 等 の 要 旨 

高度経済成長期以降、昨今まで、たゆまなくメディアを騒がしている人や環境に対する考慮不足な進歩を考えるに、人の命

をあずかる病院から大きな意義のある進歩を実践することで、将来大阪府民、大阪府に適切かつ確実な進歩を享受させて欲

しい。今回の草案は誠に有意義で実践可能なものであると感じます。英断をお願いしたい。 

6-6 大阪府のエチレンオキシドに関する対策は、世界の当然の流れであると思います。 

・エチレンオキシドは発癌性物質であり、安全な環境確保には排出規制は必須 

・ましてや、健康のための医療施設で用いられているものは管理が必要 

・エチレンオキシドの各種規制は、米国では 1980 年代から行なわれていると思います。規制は当然の流れ。 

東京都等でも規制が出ています。大阪も西日本をリードする上でも、同様の規制が必要 

・医療用の場合、エチレンオキシドの代替滅菌法が既にある。エチレンオキシドの使用、排出は最低限にすべき。 

環境保全のため是非ともこの案を正式な規制にして頂きたいと思います。 

6-7 エチレンオキシドに係る規制対策について賛成です。 

私は今年の 3月に愛媛県に転勤しましたがそれまで 28 年間は大阪府に住んでおりました。 

今回の規制内容が大阪から近畿全域・中四国・全国へと波及することを望んでおります。 

・エチレンオキシドは発ガン物質でも有り催奇性もあります。 

少子化が騒がれる昨今、健康な子供を出産するには環境面も非常に大きな要素だと思います。住民は子供の成長も考え

できるだけ良い環境を選びます。 

・医療施設は住民の健康を回復するという大きな役割を担っておりますがその反面、酸化エチレンという有毒性物質を使

用しており、その使用方法に関しては安全性を徹底しなければいけません。 

・今回の規制で医療従事者はより安全意識が高まることになると思われます。中でも滅菌業務に関わる方々はこのような

規制を待ち望んでいることだと思いますので施行に向け検討のほどよろしくお願いいたします。 
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